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報告の内容 

１．なぜASEANなのか 

   ⇒ 変わる日本の立ち位置 

２．ASEAN経済共同体 

   ⇒ 事実上の経済統合進む 

３．ASEANの生産体制の未来 

   ⇒ 新興国・途上国向け生産拠点に変貌できるか  

４．ASEANの購買力 

   ⇒ 新興国・途上国市場をどう開拓するか 

５．今後の課題   
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１．なぜASEANなのか 
変わる日本の立ち位置 
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【資料1】 変わる日本の立ち位置 
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図表 日本と東アジアの名目ＧＤＰの推移

（出所）IMF, World Economic Outlook, April 2015 

（年）

（注）東アジアは、韓国、台湾、香港、中国、ＡＳＥＡＮ加盟10カ国
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【資料2】名目GDPと購買力平価GDP（ASEANと日本） 
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図表 日本とASEANの名目ＧＤＰの推移

（出所）IMF, World Economic Outlook, April 2015 

（年）

（注）ASEAN10は、ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシ

ア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム
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図表 日本とASEANの購買力平価ベースＧＤＰの推移

（出所）IMF, World Economic Outlook, April 2015 

（年）

（注）ASEAN10は、ブルネイ、カンボジア、インドネシア、ラオス、マレーシ

ア、ミャンマー、フィリピン、シンガポール、タイ、ベトナム
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【資料３】ASEANの貿易動向 

5 

▲ 200

0

200

400

600

800

1,000

1,200

1,400

1970 1975 1980 1985 1990 1995 2000 2005 2010

図表 ASEANの輸出入

輸出

輸入

貿易収支

（10億ドル）
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【資料4】ASEANをけん引するメガ都市 
          （都市部の一人当たりGDPは1万ドルを超える） 

バンコク（タイ）2013年８月撮影 

タイ：一人当たりGDP6000ドル 

(資料）NESDB資料を基に作成

図表　県別一人当たりGDP　（2013年）

10,000ドル以上

1600万人

3,000ドル未満

2300万人
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【資料5】クアラルンプールはマレーシアか？ 
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マレーシアの州別一人当たりＧＤＰ（2013年）

（注）全国平均10,387ドル

（資料）ＣＥＩＣ
（ドル）
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２．ASEAN経済共同体 
事実上の経済統合進む 
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【資料6】ASEAN共同体とは 
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ASEAN共同体 

 １．単一市場・生産基地 
 
 ２．競争力ある地域 
 
 ３．公平な経済発展 
 
 ４．グローバル経済への統合 
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【資料7】ASEAN加盟国 

10 

加盟年月日
人口

（100万
人）

経済規模
（10億ド

ル）

一人当た
りGDP
（ドル）

農業部門
就業者比

率
（％）

都市化率
（％）

先発ASEAN

ブルネイ 1984年1月8日 0.4 15.1 36,829 - 76.0

シンガポール 1967年8月8日 5.5 308.1 56,316 0.1 100.0

マレーシア 1967年8月8日 30.3 326.9 10,804 12.9 73.0

タイ 1967年8月8日 68.7 373.8 5,444 41.2 44.5

インドネシア 1967年8月8日 251.5 888.7 3,534 32.9 50.1

フィリピン 1984年1月8日 99.4 284.9 2,866 28.9 49.1

後発ASEAN

ベトナム 1995年7月28日 90.6 186.1 2,053 45.9 32.2

ラオス 1997年7月23日 6.9 11.7 1,693 67.0 35.3

ミャンマー 1997年7月23日 51.4 62.8 1,221 - 30.8

カンボジア 1999年4月30日 15.3 16.6 1,081 62.8 21.4

（注）データは2013年もしくは2014年の最新値、ラオスの農業部門就業人口比率は2010年

（資料）ADB, Key Indicators . IMF, World Economic Outlook October 2014

図表 ASEAN加盟国の加盟年月日、人口、経済規模
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【資料8】ASEAN自由貿易地域への動き 

11 

先発ASEAN 
ブルネイ、インドネシア、マレーシア、 

シンガポール、タイ、フィリピン 

後発ASEAN 
カンボジア、ラオス、ミャンマー、ベトナム 

1993年 AFTAスタート 

2002年 IL（関税削減・撤廃品目）の関税率を0
～5％へ 

2003年 ILの60％の品目関税を撤廃 

2007年 ILの80％の品目関税を撤廃 

2010年 ILをすべて完成を撤廃 
SL（センシティブ品目）・HSL（高度センシ
ティブ品目）の関税率を0～5％へ 

ベトナム 
2006年 ILの関税率を0～5％ 
2010年 ILの80％を品目関税を撤廃 
 
ミャンマー、ラオス 
2008年 ILの関税率を0～5％、ILの60％の 
      品目の関税を撤廃 
2012年 ILの80％の品目関税を撤廃 
カンボジア 
2010年 ILの関税率を0～5％、ILの60％の   
      品目の関税を撤廃 

   

2015年 ILのすべての関税を0％（一部は
2018年まで猶予） 
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【資料9】事実上の経済共同体 
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（資料）RIETI-TID-2013
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【図表10】ASEANと中国の分業体制 

13 

HSコード 品目名
金額

（100万ドル）
ASEAN依存度

（％）

1 8542 集積回路 43,447 22.3 マレーシア（24,935） フィリピン（5,988）
2 7103 ルビーなど貴石 12,594 48.9 ミャンマー（11,793） タイ（800）
3 8471 コンピュータ関連製品 10,348 54.4 タイ（4,216） フィリピン（2,398）
4 2710 石油精製品 6,431 27.4 シンガポール（3,687） マレーシア（2,010）
5 8541 半導体デバイス 5,543 23.5 マレーシア（3,195） フィリピン（998）
6 8473 コンピュータ関連部品 4,911 42.4 フィリピン（2,413） タイ（1,631）
7 4001 天然ゴム 4,902 99.0 タイ（3,047) インドネシア（713）
8 1511 パーム油 4,383 100.0 マレーシア（2,368） インドネシア（2,015）
9 2604 ニッケル鉱 3,819 83.4 フィリピン（2,964） インドネシア（760）
10 2711 軽油 3,793 12.6 マレーシア（1,408) ミャンマー（1,323）
11 2701 石炭 3,716 19.7 インドネシア（3,241） ベトナム（441）
12 3901 エチレン重合体 3,657 22.1 タイ（1,649) シンガポール（1,616）
13 2702 亜炭 3,332 99.5 インドネシア（3,071） フィリピン（256）
14 2902 環式炭化水素 3,181 14.7 シンガポール（1,417） タイ（963）
15 8517 携帯電話を含む通信機器 2,947 15.0 マレーシア（891） ベトナム（815）
16 4005 配合ゴム（未加硫） 2,939 90.2 タイ（1,528） マレーシア（985）
17 8525 デジタルカメラなど記録媒体 2,529 37.8 タイ（544） タイ（544）
18 2715 鉱物タール 2,401 99.1 マレーシア（1,972） インドネシア（370）
19 3902 プロピレン重合体 2,113 24.5 シンガポール（1,340） タイ（521）
20 714 カッザバ 2,113 100.0 タイ（1,717） ベトナム（341）

(出所）UN, Comtrade

ASEANの上位2カ国
（　）は金額（100万ドル）

図表　中国の対ASEAN輸入上位20品目（2014年）
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【資料11】ASEANは、どこを目指す 

14 

（出所）福永佳史［2015］「ASEAN経済統合の将来展望」石川幸一・朽木昭文・清水一史編『現代ASEAN経済論』文眞堂 

１．単一市場・生産基地

２．競争力ある地域

３．公平な経済発展

４．グローバル経済への統合

１．統合され高度に結束した経済

２．競争力のある革新的でダイナミッ

クなASEAN

３．強靭で包括的、人間本位・人間中

心のASEAN

４．分野別統合・協力の強化

５．グローバルASEAN

ASEAN経済共同体2015 2025年に向けた目標
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【資料12】期待される運輸インフラの進展 
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【資料13】 ASEANから新興国・途上国を攻める 

相手国 交渉の推移

中国
交渉開始：2002年4月
署名：2004年11月
発効：2005年7月

インド
交渉開始：2004年3月
署名：2009年8月
発効：2010年1月

韓国
交渉開始：2005年2月
署名：2006年8月
発効：2007年6月

豪州・ニュージーランド
交渉開始：2005年2月
署名：2009年2月
発効：2010年1月

日本
交渉開始：2005年4月
署名：2008年4月
発効：2008年12月
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【資料14】中国のメガリージョン 

17 

渤海湾経済圏 
9,237万人 

（14,600ドル） 

長江経済圏 
1億155万人 
（14,858ドル） 

珠江デルタ経済圏 
4,393万人 

（17,166ドル） 

一人当たりGDPが1万ド
ルを超える地級市 
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３．ASEANの生産体制の未来 
新興国・途上国向けの生産拠点に変貌できるか 

18 
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【資料15】 世界経済は先進国から新興国・途上国へ 
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図表 名目GDPのシェア（％）

（資料）IMF, World Economic Outlook, April 2015

見通し

（年）

60.9％

39.1％

（注）数値は2014年
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【資料16】 新興国・途上国市場は新興国・途上国から 
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（資料）UNCTAD
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【資料17】 新興国・途上国における対日本輸入 

21 

0

2

4

6

8

10

12

0

50

100

150

200

250

300

350

400

450

1995 2000 2005 2010

図表 新興国・途上国における対日本輸入

金額（左目盛）

シェア（右目盛）

（10億ドル） （％）

（年）
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【資料18】 日本企業がASEAN本格的に進出して四半世紀 
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（出所）財務省、日本銀行
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【資料19】 タイは、海外にあるもうひとつの工業地帯  

23 

図表　タイの工業団地分布図

工業団地

（資料）NESDB and World Bank (2011)より作成

図表　バンコク周辺の工業団地

アユタヤ県

パトゥムタニ県
ノンタブリ

サムットプラカン県

バンコク都

チャチュオンサオ
県

チョンブリ
県

ラヨーン県

23兆7,062億円

図表 日本のアジアにおける直接投資累計額

（製造業：2014年末）

中国

韓国・台湾・香港

ASEAN5
（シンガポー
ル、マレーシ
ア、インドネシ
ア、フィリピン、
ベトナム）

インド その他

（資料）日本銀行統計

8兆4,574億円

タイ

3兆9,162億円

6兆4,587億円

3兆5162億円

1兆2,185億円
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【資料20】 タイプラスワンという新しいビジネスモデル 

24 

（資料）日本総研作成

図表　経済回廊とタイプラスワン

南北経済回廊

東西経済回廊

南部経済回廊

ポイペト

サバナケットミャワディー

コッコン

ダウェイ
バンコク

ヤンゴン

ホーチミンプノンペン

ビエンチャン

ティキ

ハノイ

★チャイナプラスワン 

   中国向け投資のリスクを回避するため
に、中国以外に同様の投資を行うこと 

 

★タイプラスワン 

   タイにある生産拠点のうち労働集約的
な工程を、労働コストの安い近隣諸国へ
移管すること 

    →サプライチェーンの拡張 
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４．ASEANの購買力 
新興国・途上国市場をどう開拓するか 

25 
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【資料21】ジャカルタ経済圏 
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インドネシアの州別一人当たりGDP（2013年）

（ドル）

（資料）CEICより作成
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【資料22】重層化する市場 

27 

高級ショッピングモール（ジャカルタ） 
2013年9月撮影 

ローカルなコンビニエンスストア 
（ジャカルタ） 

2013年9月撮影 
ローカルな小売り（ジャカルタ） 
2014年8月撮影 
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【資料23】所得格差と富裕層 
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（出所）World Bank, World Development Indicators 2011 より筆者試算

世帯累積比

所得累積比

所得格差が大きい：ジニ係数≒０．４ 
 
 （平等：0～不平等：１） 
   
0.4は、社会が不安定化する水準 
  上位20％が所得の半分 
  上位10％が全所得の30％以上 
  大都市には想像以上の高所得者 
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【資料24】変わるライフスタイル（携帯電話の保有台数） 
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（資料）World Development Bank, World Development Indicators 
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５．今後の課題 

30 



Copyright (C) 2014 The Japan Research Institute, Limited. All Rights Reserved. [tv1.0] 

 
  

  
  

 
  

    

【資料25】ＡＳＥＡＮビジネスに取り組む際の3つの課題  

労働力をいかに確保するか 

•生産拠点近辺の労働力調査 

 

消費市場をいかに開拓するか 

•場所とニーズの把握、飽和点の設定 

 ・ 調達場所をどこにするか   

 

インフラ建設・市場をいかに参入するか 

•国際機関、現地政府の動きを把握する 

•協力関係をいかに構築するか 
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【資料26】さらにグレードアップするための3つの課題  

現地政府とともに歩む 

•現地政府とともに国内集積地の生産性向上を図る（インフラ整備
を含む）  

 

現地企業とともに歩む 

•新興国・途上国の市場開拓について、ASEAN企業の活力を活用
する 

 

現地の人たちとともに歩む 

•現地の生産活動への取り組み意欲を啓発する 
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ご清聴ありがとうございました。 
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